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Ⅰ　緒言

　人々の暮らしの基盤であり、クオリティ･オブ･ライフ

の主要因でもある安全や健康に対して、さらにその質や

優先順位を高めることが求められている。

　反町1）は「セーフティプロモーションとは、事故、暴

力、自傷行為などによる外傷やそれに対する脅威を、住

民参加を伴う部門や職種をこえた協働により予防する取
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要約

　地域住民活動に見られる住民間の目的意識形成過程の成因について、Ｂ市の取り組みをもとに、外傷予防における地域住民の合意形成

と参加の促進のための条件を明らかにすることを目的とした。半構造化面接法を用い11名から聴取し、ＳＰ活動に取り組む組織に参与観察

者として介入した。

　地域住民活動に見られる住民間のＳＰ活動参加への目的意識は、 Ｃ会活動メンバー(以下、会員)がＳＰ活動に参加し、様々な知識を得る

ことで認識が変化し、会員の具体的な行動化へと｢つながり｣、関係者との｢連携｣が形成されていた。これをＳＰ活動の目的意識形成過程

と判断した。

　会員の合意形成と参加が促進される条件は、従来より保健活動で保健師が面識のある集団に働きかけ、健康教育等を媒体に｢住民への

介入と支援｣、および｢人材育成｣に取り組んできた活動の蓄積から、関係者との｢つながり｣や｢連携｣が深められると推察された。
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Abstract

　The aim of this study is to identify how citizens form objectives in relation to community activities.  Between 2007 and 2008, semi-

structured interviews were conducted with 11 members of C association, which is a local citizens' group in B city.

　The results indicate that members recognized that gaining a high level of knowledge regarding safety promotion during the decision-

making process changes citizens' level of consciousness regarding safety promotion. This acknowledgment led members to change their 

motivation and behavior in relation to“teamwork”and“inter-personal relations”with other staff members.

　It is thought that the creation of trained personnel is needed in order to more easily gain citizens' understanding of safety promotion.  

Furthermore, extra information concerning health education needs to be provided to currently active groups so that these groups can more 

successfully promote the participation of other citizens.
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り組みであり、科学的に有効な活動と評価しうるものを

いう。広い意味での公衆衛生アプローチによる取り組み

である」と述べている。つまりセーフティプロモーショ

ンとは、地域に暮らすあらゆる年代の人々や、その人々

を取り巻く環境を介入の対象とし、事故や傷害の防止、

犯罪の防止、自殺の防止等を含む幅広い範囲を取り上げ、

課題解決に有効であると示されたプログラムを生活の場

において組織的に実践することを目的とする住民活動で

ある。

　筆者らは、かねてより「ドメスティック・バイオレン

ス（以下、ＤＶ）被害者の支援における早期介入と看護

職の役割」について研究し、ＤＶや虐待のような処遇困

難事例の解決には、支援者同士のネットワークづくりと、

地域生活支援に向けた関係職種間連携モデルの構築が必

要であると考えてきた。さらに、日本公衆衛生協会の研

究「市町村におけるSafety Promotion(以下、ＳＰ)のモデ

ル事業化―（分担代表．大西基喜）」では、普及啓発活動

を通して、多分野・多職種による外傷予防の必要性を認

識した。その結果、平成17年度より、Ａ県Ｂ市に介入し、

市町村支援のためのＳＰ普及啓発・事業化支援用ツールの

開発やＳＰの施策化を目指す活動を行ってきた。

　公衆衛生における外傷の問題は、ＤＶを例にとると、

被害者の４人に３人は医療機関を受診しているのにもか

かわらず、そのケアは個々の医療スタッフの裁量にゆだ

ねられ、被害の実態や疫学データを持たないばかりか、

警察や福祉との連携もほとんどなされてこなかった2）。

このように外傷に対する予防は、縦割りシステムの中で、

長い間置き去りにされてきた健康上の課題であるといえ

る。

　1989年に発足したＷＨＯコミュニティ・セーフティ・

プロモーション協働センター（WHO Collaborating 

Centre on Community Safety Promotion）は、外傷予防の

地域システムを持つコミュニティに対し、近年、セーフ

コミュニティ（以下、ＳＣ）の認証を行っている。2009年

１月現在、世界では150以上のＳＣが認証されているが、

残念ながら日本における認証地域はまだひとつしかない。

筆者らは、ＳＰ活動の推進、ＳＣ認証に向けた取り組み、

外傷予防の発生を的確に把握するためのサーベイランス

の確立などを行うためには継続的な住民参加が必要であ

り、そのための重要な鍵は地域住民の合意形成と主体的

参加であると考えている。合意形成は個人が地域住民に

対して繰り返し説明や依頼を行い、住民間の意思を統一

させることで達成できる。しかし、住民に主体的な参加

意識がなければ継続的な参加を得ることは難しい。主体

的参加を実現するためには、住民の中に目的意識－自ら

の行為の目的についてのはっきりとした自覚－を醸成し

なければならないであろう。

　本稿では地域住民活動に見られる住民間の目的意識形

成の成因について、Ｂ市の取り組みをもとに明らかにし、

外傷予防における地域住民の主体的参加意識を醸成する

ためにはどのような働きかけが有効であるかを探った。

併せて、その働きかけが地域特性に由来するものかどう

かについても検討を行った。

Ⅱ　研究方法

　本研究課題である、地域住民活動に見られる住民間の

目的意識形成の成因解明のためには、質･量の両面からの

評価が必要である。全過程としてはトライアンギュレー

ションによる研究手法を用いる。トライアンギュレー

ションとは、複数の研究手法やデータを用い、実践が重

視される分野で活用されることが多く、｢マルチメソッ

ド｣と表記する場合もある。観察やインタビューといった、

量的研究では軽視されがちだったデータ収集方法を用い

た質的研究手法である3）。今回は、質的研究に重点をおき、

｢意識｣の形成について明らかにするため、以下の方法で

取り組んだ。

期間：平成19年８月～20年３月

研究デザイン：半構造化面接法を用いた面接調査、およ

び、研究者が研究対象になる集団・地域社会の中に入り

込み、時間と場を対象者と共有し、内部から観察し研究

テーマを明らかにする「参与観察」の手法を用いる。

内容：インタビューの内容は、地域住民活動に参加した

きっかけ、まちへの思い、活動をとおして得られたこと、

課題と感じていること等である。

研究対象者：セーフコミュニティの実現を目指すＣ会活

動メンバー(以下、「会員」と略)11名。

データ収集場所は、プライバシーが保護できる静かな場

所で、かつ、協力者(会員)の希望する場所（例、保健セ

ンターの個別面接室、自宅等）とする。

倫理的配慮：研究対象者の募集・選択における任意性の

確保のため、対象集団の基幹組織(行政：保健セクター)

から研究の許可を得たのち、研究者より会員に口頭と書

面にて研究の概要と研究協力者の権利を説明した。公募

で協力を募り、後日個別に連絡し、訪問の同意が得られ

た会員に、具体的な日時の予約をすることを伝えた。

　介入において予測される対象者の不利益とそれを回避

するため、自宅もしくは個人が希望する場で調査し、面

接中に研究協力者のプライバシーが侵害されるリスクの

低減を図った。特定の集団への聞き取りであるため、言

葉のなまりから発言者が特定されることのないように、

データ加工をする。予測される不利益を回避するため、
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答えたくない質問は回避してもよく、データ整理後、本

人の確認を取り、採用不可のデータは取り除く。本件は、

青森県立保健大学倫理委員会の承認を得て実施した。

用語の定義：黎明期とは、｢夜明け｣を意味し、本文にお

いてＣ会の結成までの準備期間と、結成後半年ぐらいの

期間と定義する。

ＳＰ/ＳＣ活動とは、事故、暴力、自傷行為などによる外傷

に対する、住民参加を伴う部門や職種をこえた協働によ

り予防する取り組み（ＳＰ）と、このＳＰ活動を基盤に生

活の場において組織的に実践するコミュニティ（ＳＣ）と

定義する。

Ｂ市の概要

　Ｂ市は北東北に位置する中都市であり、高齢化率が高

く過疎化が進みつつある。医療過疎も住民生活を圧迫し

ていて、住民の不安は根強い。その一方で、住民の郷土

愛には強いものがある。住民によるＢ市の描写を示す。

「町全体がフラットで妊婦や高齢者も比較的暮らしやす

い町、自然が素晴らしい。」「商店街が寂しい(シャッター

商店街)、町全体がおとなしい、農村部での生活は近隣に

商店や病院がないため、外出には自動車が必要。」「公共

交通機関の便が少なく、路線バスは、徐々に縮小されて

きている。」「運転のできない高齢者はタクシーを利用す

るしかない。」

　人口は2008年３月現在で、約６万６千人（男性は、約

３万２千人。女性は約３万４千人）。世帯数は約２万７千

世帯である。また、2007年の統計によると、出生率7.2、

粗死亡率9.7、高齢化率22.4％と、高齢者の割合が高い。

Ｂ市における外因死亡率の傾向は、2004年から2007年に

かけての人口10万対外因死亡率の状況は、2004年は死亡

率102.9、外因死は12.3、2007年には死亡率79.2、外因死

は8.0と年々減少している。

　外因死亡率を年代別にみると、2007年では65歳以上の

高齢者の死亡率が一番高く、次いで45～64歳が高くなっ

ている。また、０～９歳、10～19歳が最も低くなってい

る。死亡件数で１番多いのは、自殺27件、２番目は自動

車事故の15件（歩行中の事故が７件、車による自損５件

等）、その年代背景は60歳代以上の高齢者となっている。

３番目は誤嚥、誤飲の８件、その年代背景は50歳代、60

歳代である。４番目に多いものとして、農作業中のトラ

クター等の下敷きによる死亡事故４件等となっている。

Ⅲ　研究結果

１．回答者の概要

　ＳＣとして認証を受けたコミュニティは、犯罪の阻止･

抑制のみならず、社会的信頼関係を創造するまちとして、

世界的に注目を集めている。日本では、京都府の亀岡市

が2008年３月ＳＣ認証を得ている。今回介入するＢ市は４

年以上の歳月をかけて、地域住民活動から掘り起こし、

ボトムアップ型の政策策定と、社会支援システムの構築

がすすめられている点が特徴である。

　対象者は概ね平成18年度のＳＰ研修や定例会議からの

参加者で、ＳＰ/ＳＣ活動に取り組み始め１～２年弱の会員

で、30歳代２名、40歳代２名、50歳代２名、60歳代５名、

性別は男性１名、女性10名、の合計11名より協力を得た。

インタビューの場は、自宅、職場、保健センター等であっ

た。インタビューに要した時間は１人平均40分であった。

　また、同一の対象者に対し参与観察も行った。その方

法は、毎月の定例会の様子や各種活動参加時の言動を

フィールドノーツに綴った。

２．面接調査の結果

１）ＳＰ/ＳＣ活動参加のきっかけ

　ＳＰに興味を持ち、活動に参加のきっかけとなった理由

は、①｢参加者の個人的な地域活動に対する興味｣、②｢今

まで住民活動に何らかの形で参加してきた｣、③｢今まで

の仕事との関連｣、④「保健センターの職員に勧められた」、

⑤｢新たな取り組みへの意欲」の５項目に分類できた。こ

れを表１に示した。

２）ＳＣ活動開始初期の「やりがい」

　ＳＰ/ＳＣ活動に取り組んだ対象者が、活動開始初期に感

じた手ごたえ及びやりがいは、①「新しい知識の取得」、

②「意思表明の重要性」、③「連携・人とのつながりの重

要性」、④「まちづくりに関する視点の変化」、⑤「自分

から行動してより良い環境を作る」の５項目に分類でき

た。これを表２に示した。

３）黎明期の組織活動で参加者が認識した役割

　ＳＰ/ＳＣの活動に関わり始めた対象者が、活動初期にお

いて自らの活動や役割についての自己認識は９項目に分

類できた。これを表３に示した。

４）黎明期に認識されたＳＰ/ＳＣ活動の課題

　黎明期に認識された課題は９項目に分類できた。これ

を表４に示した。

３．参与観察の結果　～ＳＰ/ＳＣ活動に関わった住民の感

想より得た目的意識形成状況～

Ａさん：「自分達が日ごろ取り組んでいることって、やっ

ているときはどうすすめるかで精一杯。だけど、この前

みたいに、紙芝居やプレゼンをして、取り組みをまとめ

発表したら、“あ～、こんなすごいことやってたんだ！、

こんなふうに見られていたんだ……”って、気づけた。

……大変だったけど、やってよかった」 
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表１　ＳＰ/ＳＣ活動の参加のきっかけと目的意識

表３　自分達の活動と役割と目的意識

表２　対象者のやりがいと手ごたえ
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Ｂさん：これまで一緒に学習し取り組んだ同士で必要性

の再確認 とみんなで取り組んでいるという確認が出来

来たとき 「一人でない」という事が実感できた。

Ｃさん：（作業部会で話し合いをして）実施していく中で、

他の取組みを理解し、情報提供ができると実感した。

Ｄさん：(皆が)同じ方向にむかい活動していることで、

取り組みについての相談等がしやすくなった。一人で頑

張っていると、たいがい孤立するけれど、この活動はそ

うじゃない。

Ｅさん：実践について広い視野で対応できるようになっ

た。（他を知る事によって） 

Ｆさん：ＳＣの目標は、あらゆる住民が健やかで安心した

生活を送ること、ＳＣの対象は、地域のすべての住民、あ

らゆる生活場面で、取り組みの主体者は、行政・住民・

地域組織・企業・団体etcで、この人たちや組織の連携を

図っていくことだ。そして、アプローチの手段は、住民

主体、地域の様々なアクターの協働、 地域の実情に合わ

せた課題設定と取り組み……なんだよねぇ。これって、

そのまんま「これからの地域福祉」、ソーシャル・キャピ

タルの理念と重なるんじゃない？ ……って事は、我々は

同じゴールに向かって、ＳＰ/ＳＣの評価システムを用いて

取り組んでいるって事なんだよね。

Ⅳ．考察

１．きっかけは、入りやすいところから

　1989年に作成されたセーフコミュニティの取り組みに

関するガイドラインには、「既存の事業や活動などを組み

合わせ、住民の強みを活用し住民の認識・行動および環

境を変えることで事故外傷のパターンを変えること」4）

が提言されている。Ｂ市でＳＰについて普及啓発し始めた

当初、介入しやすい集団として、従来の保健活動の対象

者やサービス提供機関に働きかけた。結果としては、そ

の戦略は成功し、ＳＰ活動に巻き込むことができた。今後

は個人的な動機付けを高める介入プログラムを検討する

こと、ＳＰ活動参加者を増やし、住民の認識・行動および

環境に働きかけることが有効であると示唆された。

２．やりがいと手ごたえを得ることがプラスのサイクル

をつくる

　人との出会いをとおし、｢連携や人とのつながりの重要

性｣を実感し、｢新しい知識の取得｣｢まちづくりに関する

視点の変化」｢自分から行動してより良い環境をつくる｣

という内的変化が見られた。そこから、主体的に行動し

て環境に働きかけるという行動化への変容が確認できた。

表４　黎明期に認識された課題

SP/SC

C

図１　住民参加のきっかけと目的意識形成過程
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　また、ＳＣの実現を目指す活動に参与観察者として介入

し、参加者のコミュニケーションおよび“やりがい”に

注目した。ここで、“やりがい”とは、「するだけの値打

ちがある」と認識されることである。 類似語には

「Challenging（挑戦的なものごと）」、「Rewarding（価値の

ある）」、「Worthwhile（時間・金・労力をかける価値があ

る。むだではない）」5）がある。

　ＳＣ活動をとおし、会員は様々な知識を得ることで意識

が高まり認識が変化し、行動化を促す｢つながり｣や関係

者との｢連携｣が生まれ、行動変容が促されていた。これ

はＳＰ/ＳＣ活動の波及効果と捉えることができよう。また、

ＳＰ活動に取り組む意義はＳＣの認証の如何に係わらず大

きいものであり、“やりがい”という形で報われるであろ

うと推察された。

３．ＳＰ/ＳＣ活動参加者の役割と課題

　互いに関係しあうことを通じてＳＰ/ＳＣ活動参加者が

自覚した｢役割｣としては、｢地域のコミュニティづくりを

していく｣ために、活動の基盤となる｢ＳＣのシステムづく

り｣や「活動プログラムの目的を明確にし、それを評価す

るＰＤＣＡサイクルの意識化」などが挙げられた。

　「ＰＤＣＡサイクル」とは、Ｐｌａｎ（計画）：従来の実績

や将来の予測などをもとにして業務計画を作成する。Ｄｏ

（実施・実行）：計画に沿って業務を行う。Ｃｈｅｃｋ（点

検・評価）：業務の実施が計画に沿っているかどうかを確

認する。Ａｃｔ（処置・改善）：実施が計画に沿っていない

部分を調べて処置をする。この４段階を順次行い、一回

りしたら最後のＡｃｔを次のＰＤＣＡサイクルにつなげ、螺

旋を描くように一周ごとにサイクルを向上させて、継続

的な改善を図っていくものである。本研究では、Ｐ：調

査による現状把握、Ｄ：住民への介入と支援から地域の

コミュニティづくりをしていく、Ｃ：従来事業とのすり

あわせやスーパーバイズ機能、Ａ：ビルド・アンド・ス

クラップがサイクルになっている。

　ＳＣのシステムづくりためには、｢調査による現状把握｣

や｢教育機関･民間との協働｣｢行政・在宅介護支援セン

ター･作業所の協働｣が不可欠で、行政には共に実践しな

がら、全体の｢スーパーバイズ機能｣を担うことが役割期

待としてあげられていた。また、これらの根幹をになう

地域住民に対する働きかけとして、活動の裾野を広げる

ための｢住民への介入と支援｣｢人材育成｣により、「個人レ

ベルでの意識向上を図っていく」ことが示された。

　黎明期の組織活動における参加者が認識した役割は、

ＳＰ/ＳＣ活動の根幹をになう地域住民に対する働きかけ

として、活動の裾野を広げるための｢住民への介入と支

援｣や｢人材育成｣により、「個人レベルでの意識向上を

図っていく」ことであった。

　一方、ＳＰ/ＳＣ活動の課題として、まず挙げなければな

らないことは「ＳＣの概念が住民に十分理解されていな

い」ため、「住民を巻き込み興味関心を引き出す」働きか

けが必要であること。さらに、「世代･職場･地域における

つながりの希薄化」が都市部のみならず、地方において

も進行しているため、「連携の必要性はわかっているが、

もともとつながりが少ない」ため、様々な相談機関･部署

があっても「気軽に相談できる場がない」という認識が

強固になってしまっていることも大きい。

　また、外傷予防プログラムについては「当事者に問題

意識がない」、「対象の年代にあわせた(自殺予防)プログ

ラムの開発や介入の明確化」、｢対象の実生活に則した経

済的で具体的な働きかけ｣、｢調査からプログラム作成へ

評価の見通しが立たない｣等の課題意識があり、これらよ

り、Ｂ市の外傷に関する統計結果が当事者である市民に
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図３　Ｔ会の役割
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十分周知されていないため、問題意識が形成されないの

ではないかと推察された。よって、行動変容には本人の

主体的参加とそのための意識化が欠かせないことが示さ

れた。

４．住民による自発的目的意識の形成

　住民の転入・転出、就職等や、地方行政による宅地造

成、地域のインフラへの投資のようなマクロな構造的な

影響力によって人々の繋がりが形づくられると仮定する

ならば、「集団行動を組織化することや地域の見知らぬ他

人を信用することは、地域が不安定だったり、貧困だっ

たり、社会的に隔離されていたり、より良い将来への希

望も展望も無いような見捨てられた状態では、きわめて

難しいことである」6）ため、マクロな構造的な介入を補う

ようなものとして、住民個々を単位とするミクロなネッ

トワークの活性化が必要であり、Ｃ会はその役割を担っ

ているといえよう。

　このようなことから、地域住民の合意形成と参加が促

進させるためには、集団に働きかけることが重要であり、

｢住民への介入と支援｣および｢人材育成｣を継続的に行う

ことで、会員の認識を変化させ、行動化へ繋げることが

できることが期待できる。このような活動を積み上げて

行くことにより関係者との｢つながり｣や｢連携｣が生まれ、

参加者の中に目的意識を醸成できるであろうと分析した。

Ⅴ．本研究の限界

　今回の研究方法は、症例対照研究の症例のみを扱った

ケースと同じ意味合いを持つ。従って、主体的参加がで

きなかった人々のデータが得られていないことが弱点で

ある。また、対象者が症例のなかから無作為に抽出でき

ていない点は質的研究手法が抱える研究デザイン上の弱

点である。

Ⅵ．まとめ

　Ｃ会メンバーへの面接より、①地域住民活動の目的意

識形成過程では、知識を得ることで認識が変化し、行動

化を促す｢つながり｣や関係者との｢連携｣が生まれ、行動

変容が促されていた。さらに、②地域住民の合意形成と

参加が促進される条件は、介入しやすい集団に働きかけ、

人材育成活動を積み上げることであった。また、地域の

健康および安全に関する課題として、自殺が多いという

地域特性が抽出された。

　ＳＰ/ＳＣに取り組む利点は、従来の縦割り行政を横の連

携で組み立てなおし、部門を越えた話し合いにより、ビ

ルド・アンド・スクラップできる点である。このことは、社

会保障制度の給付と負担をいかに適正にしていくかとい

う改革の流れの中で公平かつ効率的な地方分権と行政政

策を推進する一助となる。また、住民が横糸になり、ワー

キンググループによる各政策評価項目の抽出を行うこと

で、縦糸である行政と協働し、ＳＰ/ＳＣの効率的な推進に

資することが期待できる。
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